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１ 改革の目的と検討の方向等 

我が国においては、個人の価値観が多様化し、社会のニーズが多岐にわたってきてい

る。しかし、画一的対応が重視される行政部門、収益を上げることが前提となる民間営

利部門だけでは様々なニーズに十分に対応することがより困難な状況になっている。 

これに対し、民間非営利部門はこのような制約が少なく、柔軟かつ機動的な活動を展

開することが可能であるために、行政部門や民間営利部門では満たすことのできない社

会のニーズに対応する多様なサービスを提供することができる。その結果として民間非

営利活動は、社会に活力や安定をもたらすと考えられ、その促進は、21 世紀の我が国の

社会を活力に満ちた社会として維持していく上で極めて重要である。 

また、民間非営利活動は、国民一人一人に職場や家庭とは異なる多様な活動の場を与

えるため、個人の価値観が多様化した現代社会に対応するものである。個人の様々な価

値観を受け止め得る民間非営利活動を促進することによって、個人の活動の選択肢が広

がり自己実現の機会が増進するものと考えられる。 

したがって、民間非営利活動を我が国の社会経済システムの中に積極的に位置付け、

その活動を促進するための方策を講ずる必要がある。 

公益法人（民法第 34 条に基づく社団・財団をいう。以下同じ。）は、我が国の社会経

済において重要な位置を占めているこのような民間の非営利活動を担う代表的主体とし

て歴史的に一定の大きな役割を果たしてきている。 

しかしながら、主務官庁の許可主義による我が国の公益法人制度は、明治 29 年の民

法制定以来、100 余年にわたり抜本的な見直しは行われておらず、特別法による法人制

度を除き、近年に至るまで、一般的な非営利法人制度がなかったため、時代の変化に対

応した国民による非営利活動の妨げになってきたとの指摘がある。 

特に、公益法人は、公益性の判断基準が不明確であり、営利法人類似の法人や共益的

な法人が主務大臣の許可によって多数設立され、税制上の優遇措置や行政の委託、補助

金、天下りの受け皿等について様々な批判、指摘を受けるに至っている。 

  こうした諸問題に対処し、更に 21 世紀の社会経済の一翼を担う民間非営利活動の発展

を促進することが喫緊の課題となっていることから、次の方針をもって公益法人制度の

抜本的改革に取り組むこととする。 

 

２ 新たな非営利法人 

（１）一般的な非営利法人制度の創設 

  現行の公益法人制度は法人格の取得と公益性の判断や税制上の優遇措置が一体とな

っているため、様々な問題が生じている。 
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  このため、法人格を一定の優遇措置と分離し、公益性の有無に関わらず新たに非営

利法人制度を創設する。 

  この非営利法人制度は、民間の非営利活動を促進するため、準則主義（登記）によ

り簡便に設立できるものとし、そのガバナンスについては、準則主義を採る現行の中

間法人や営利法人を参考にしつつ、法制上の在り方を検討する。 

  なお、非営利法人制度の設計に当たっては、現行の公益法人制度の問題点を踏まえ

た検討を行い、現行の中間法人制度・ＮＰＯ法人制度との法制上の関係を整理するこ

ととする。 

（２）非営利法人における公益性 

  公益性を有する場合の優遇措置の在り方については、特別法に基づく法人制度を含

めた全体の体系の整合性に留意しながら引き続き検討する。その際、 

① 公益性の客観的で明確な判断基準の法定化、独立した判断主体の在り方 

② ガバナンス、残余財産の在り方、情報開示、プライバシーの保護等 

 を含め検討する。 

 

３ 新たな非営利法人に対する税制上の措置 

   法人は、普遍的な国民の納税義務の下で、一般的に納税義務が課せられており、公益

性を有するなど一定の場合に税制上の優遇措置が講じられている。新たな非営利法人に

対する税制上の取扱いについては、こうした考え方を踏まえつつ、非営利法人制度の更

なる具体化にあわせて引き続き検討する。 

 

４ 移行等 

現行の公益法人から制度改革後の非営利法人への移行については、公益法人が現に公

益活動を営んでいることに配慮しつつ公平かつ合理的なシステムの下における円滑な移

行措置の在り方について検討する。 

また、財団については、今般の改革の趣旨を尊重しつつ、制度的課題も含め、その在

り方を検討する。 

 

５ 今後のスケジュール等 

  有識者の協力を得つつ、関係府省との連携の下、内閣官房において上記の新たな非営

利法人制度の検討を進め、平成 16 年末までを目途にさらに基本的枠組みを具体化した上

で、所管省において税制上の措置に係る専門的検討を進めることとし、平成 17 年度末ま

でに法制上の措置等を講ずることを目指す。 

  その間、新たな制度の検討状況を適時に公表する等、広く国民の理解を得つつ、円滑

に改革を推進するよう努めるものとする。 


